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被災家屋等の解体撤去に係る処理の状況 

 

 

〇 公費解体 

  被災家屋等の所有者に代わって、市が費用を負担して家屋等の解体、撤去を行う。 

〇 自費解体 

  既に被災家屋等の所有者が、解体・撤去を行った場合、又は、そのための契約を締結している場

合、市が事後的に費用の償還を行う。（※ただし、全額償還とならない場合あり。） 

7/31現在

公費解体 自費解体 合計

申請件数 436 54 490

決定通知件数 209 43 252

決定率 47.9% 79.6% 51.4%

工事発注件数 209 209

工事発注率 47.9% 47.9%

工事完了件数 78 78

工事完了率 17.9% 17.9%

決定件数及び発注件数
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